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１ 平成２６年度決算の概要 

 

１．平成２６年度の予算規模について 

平成２６年度は，当初，一般会計及び１７の特別会計（水道事業会計を除く）を合計して８１

７億１３６万７千円の歳入歳出予算を計上し，市民生活の安全安心を確保するための防災，減災

対策や，産業の活性化による雇用確保をはじめとする将来に向けた発展基盤づくりなどの重要な

施策に取り組むこととしました。これに加え，平成２５年度から小中学校施設の耐震化事業など

として３４億７，４３８万７千円の予算を繰越し，さらに，津波監視システム整備工事等の復興

交付金関連事業の実施，地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策として編成された国の平成２

６年度補正予算への対応などに伴い，年度途中に５回の補正予算を編成し，計５億７，７２６万

５千円を追加した結果，当初予算に繰越予算と補正予算を加えた歳入歳出予算規模は８５７億５，

３０１万９千円となりました。 

 

２．平成２６年度の決算について 

一般会計及び特別会計（水道事業会計を除く）を合計して８５７億５，３０１万９千円の歳入

歳出予算に対し，平成２６年度の決算額は，歳入総額８５２億４，２４０万８千円，歳出総額８

１３億１，５４８万７千円となりました。 

このうち東日本大震災関連経費の決算額は，一般会計において１３億１，８９９万円であり，

東日本大震災復興交付金事業や道路の災害復旧等に要した経費となっています。また，特別会計

における震災関連経費の決算額は９，３２０万７千円であり，公共下水道の災害復旧事業に要し

た経費となっています。 

 

３．一般会計決算のあらまし 

平成２６年度一般会計の決算額は，歳入総額５４１億３，８６５万３千円，歳出総額５１０億

４，６８２万１千円であり，歳入歳出差引額（形式収支）は３０億９，１８３万２千円，繰越明

許費に係る繰越財源８億２，００７万４千円を差し引いた実質収支額は２２億７，１７５万８千

円となりました。平成２５年度と比較すると，歳入は７．４％の増，歳出は７．０％の増でした。 

（１）歳入について 

  歳入を科目別にみると，市税が２４２億６，４５３万５千円で歳入総額の４４．８％を占め，

次いで国庫支出金が８１億１，８３５万１千円で１５．０％，市債が５８億５，９２０万円で１

０．８％，地方交付税が３５億２，９５４万２千円で６．５％，県支出金が３１億３，９８０万

７千円で５．８％，繰越金が２６億９，９７４万３千円で５．０％の順となりました。 

 平成２５年度と比較すると，市税について団塊の世代の大量退職等の影響により個人市民税が

減少し，また，固定資産税は土地評価額の下落が続いたことにより減額となったものの，法人市

民税法人税割が製造業の企業業績の好調等に伴い増加したため，市税全体では３．６％の増とな

りました。また，産業復興推進のための固定資産税の課税免除措置による減収を補てんする震災

復興特別交付税の増により，地方交付税は１６．１％の増，市債については，小中学校の耐震化

事業に係る教育債の増加により３１．６％の増となりました。 

 次に，自主財源，依存財源の構成をみると，自主財源は３０７億４，１４２万２千円で歳入総
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額の５６．８％を占め，依存財源は２３３億９，７２３万１千円で４３．２％となりました。自

主財源の主なものは市税で，自主財源全体の７８．９％を占めています。依存財源の内訳をみる

と，国庫支出金が依存財源全体の３４．７％を占め，次いで市債が２５．０％，地方交付税が１

５．１％，県支出金が１３．４％の順となりました。 

  また，一般財源，特定財源の別では，市税等による一般財源が３５９億８，６５６万２千円で

歳入総額の６６．５％を占め，特定財源は１８１億５，２０９万１千円で３３．５％を占めてい

ます。 

（２）歳出について 

 歳出を目的別にみると，民生費が１６６億２，５４６万３千円で歳出総額の３２．６％を占め，

次いで教育費が８７億９，６７４万１千円で１７．２％，土木費が６５億８８５万４千円で１２．

８％，総務費が６４億７，７４３万２千円で１２．７％，公債費が５４億６，４３０万６千円で

１０．７％の順となっています。 

 また，性質別では，人件費，扶助費及び公債費を合わせた義務的経費は２２７億４，４９７万

４千円で歳出総額の４４．６％を占め，普通建設事業費及び災害復旧事業費を合わせた投資的経

費は８０億６，８０１万９千円で１５．８％を占めています。 

 平成２５年度と比較して歳出の特色をみると，道路橋りょう災害復旧事業や学校教育施設災害

復旧事業の減少により，目的別では災害復旧費が８５．３％の減，性質別では災害復旧事業費が

８４．７％の減となりました。また，小中学校の耐震化事業の増加等により目的別では教育費が

６７．０％，性質別において普通建設事業等が７２.４％のそれぞれ増となりました。 

 そのほか，目的別では，臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の皆増により民生費が

４．８％の増，ひたちなか・東海クリーンセンター運営業務負担金の増加等により衛生費が１．

８％の増，消防ポンプ自動車の購入台数の増により消防費が１．６％の増となったのに対し，市

債管理基金元金積立金の減により総務費が６．５％の減，復興特区制度への移行に伴う産業集積

促進奨励金の経過措置の終了により商工費が３．８％の減，見直しによる区画整理事業費の減に

より土木費が１．３％の減となりました。 

 

４．特別会計決算のあらまし 

  特別会計（水道事業会計を除く）の決算額は，歳入総額が３１１億３７５万５千円，歳出総額

が３０２億６，８６６万６千円で，歳入歳出差引額（形式収支）は８億３，５０８万９千円とな

りました。繰越明許費に係る繰越財源７，８６６万５千円を差し引いた実質収支額は７億５，６

４２万４千円となりました。平成２５年度と比較すると，歳入総額は３．６％の減，歳出総額は

３．１％の減でした。 

 特別会計に占める各会計の歳出は，国民健康保険事業会計が４６．６％，次いで介護保険事業

会計が２８．７％，公共下水道事業会計が１３．９％，区画整理事業会計が５．５％などの割合

となっています。歳出の平成２５年度との比較では，国民健康保険事業会計が２．６％の減とな

ったものの，後期高齢者医療事業会計が２．７％の増，介護保険事業会計が８．３％の増となり

ました。これら福祉事業３会計の合計では１．４％の増となっており，社会保障関連経費の増大

を表しています。 



　２－１　財政指標の推移（普通会計ベース）

経常収支比率 実質収支比率 公債費負担比率 実質公債費比率 将来負担比率

(％) (％) (％) (％) (％)

平成17年度 0.901 92.2 5.1 15.9 16.6

平成18年度 0.921 92.5 5.3 15.8 17.3

平成19年度 0.946 91.0 5.0 15.8 12.8 98.1

平成20年度 0.990 90.1 4.3 15.0 13.0 81.7

平成21年度 1.028 90.7 5.2 14.4 12.3 80.3

平成22年度 1.001 88.0 5.2 14.2 11.6 74.7

平成23年度 0.956 89.1 6.0 12.3 11.3 69.0

平成24年度 0.911 84.7 9.5 13.3 11.0 46.4

平成25年度 0.917 88.5 6.3 13.7 10.3 31.3

平成26年度 0.922 89.9 8.2 13.8 9.2 22.9

※経常収支比率において分母の経常一般財源には，平成18年度までは減税補てん債及び臨時財政対策債，平成19年
度からは減収補てん債特例分及び臨時財政対策債を含まれている。

※平成19年度から，実質公債費比率の算出において，都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に都市計
画税を充当する変更があった。

5.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

２　財政指標の状況

年　　度 財政力指数

1.経常収支比率：経常経費に充当される経常一般財源／経常一般財源の額

2.実質収支比率：実質収支額／標準財政規模

3.公債費負担比率：公債費充当一般財源(一時借入金利子，転貸債及び繰上償還額を含む)／一般財源総額

4.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

－3－



　２－２　財政力指数の推移

区　　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
本　　　市 0.901 0.921 0.946 0.990 1.028 1.001 0.956 0.911 0.917 0.922
類似団体 0.870 0.926 0.960 1.000 0.996 0.950 0.85 0.82 0.82 未公表

Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－１ Ⅳ－１ Ⅳ－１

※財政力指数
　標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどのくらい自力で調達できるかを表わしたもので，地方交
付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の３ヶ年平均値をいう。
  単年度の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値である「単年度の財政力指数」が１を
超える地方公共団体は，地方交付税の不交付団体となる。本市の単年度の財政力指数は平成20年度
が1.053，平成21年度が1.037であることから不交付団体となっていたが，平成22年度以降再び交付団体
となり平成26年度も引き続き交付団体となった。
　また，普通交付税の合併算定替の特例分が平成21年度まで交付されていた。

※基準財政収入額
　法定普通税を主体とした標準的な地方税収入である。具体的には，７５％算入されるものが市民税（個
人市民税の税源移譲相当額を除く），固定資産税，軽自動車税，たばこ税，利子割交付金，配当割交
付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金（社会保障財源相当分を除く），ゴルフ場利用税
交付金，地方特例交付金の一部，自動車取得税交付金であり，１００％算入されるものが個人市民税税
源移譲相当額，地方譲与税，交通安全対策特別交付金，地方消費税交付金（社会保障財源相当分）
である。

※基準財政需要額
　地方公共団体における個々の具体的な財政支出の実態を捨象して，その地方公共団体の自然的・地
理的・社会的諸条件に対応する合理的かつ妥当な水準における財政需要の額である。各行政項目別
に設けられた測定単位に必要な補正を加え，これに単位費用を乗じた額を合算したものである。具体的
には，一般財源に相当する。
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　（１）健全化判断比率の状況 単位：％

平成２５年度 平成２６年度 早期健全化基準

－ － 11.87

－ － 16.87

10.3 9.2 25.0

31.3 22.9 350.0

　（２）資金不足比率の状況 単位：％

平成２５年度 平成２６年度 経営健全化基準

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

船窪土地区画整理事業特別会計

公共下水道事業特別会計

健全化判断比率

阿字ヶ浦土地区画整理事業特別会計

勝田駅東口地区市街地再開発事業特別会計

東部第１土地区画整理事業特別会計

東部第２土地区画整理事業特別会計

佐和駅中央土地区画整理事業特別会計

佐和駅東土地区画整理事業特別会計

武田土地区画整理事業特別会計

第一田中後土地区画整理事業特別会計

２－３　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律が定める財政４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比
率，将来負担比率）でいずれかが早期健全化基準以上である場合，破綻寸前の「早期健全化団体」に指定され，同団体
は，財政健全化計画が義務づけられる。
　また，公営企業の経営健全化を図るべき基準として資金不足比率が経営健全化基準以上である場合は，経営健全化計
画が義務付けられる。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

1.資金不足比率：資金の不足額／事業の規模

1.実質赤字比率：一般会計等の実質赤字額／標準財政規模

2.連結実質赤字比率：連結実質赤字額／標準財政規模

4.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

3.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

特別会計の名称

農業集落排水事業特別会計

地方卸売市場事業特別会計

水道事業会計
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（単位　百万円）
区　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

歳入総額 42,602 42,582 42,747 45,978 48,102 51,203 61,191 56,084 50,424 54,078
うち市税 21,066 21,598 25,244 26,243 23,808 23,463 23,619 23,965 23,432 24,265
うち市債 3,824 3,223 2,670 3,318 5,309 6,954 9,524 9,524 4,306 5,602

３　普通会計歳入決算の状況

　３－１　普通会計歳入決算額の推移
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（単位　百万円）

区　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
市税総額 21,066 21,598 25,244 26,243 23,808 23,463 23,619 23,965 23,432 24,265
個人市民税 6,392 7,021 8,660 8,882 8,888 8,233 8,225 8,667 8,908 8,843
法人市民税 1,940 1,954 3,179 3,406 1,343 1,579 1,566 2,580 1,768 2,775
資産税土地 3,142 3,370 3,500 3,584 3,520 3,482 3,470 3,330 3,228 3,144
資産税家屋 4,323 3,958 4,203 4,361 4,251 4,447 4,661 3,906 4,005 4,129
資産税償却 2,409 2,383 2,673 2,984 2,837 2,700 2,480 2,446 2,362 2,181
軽自動車税 195 205 216 225 239 242 250 260 271 280
市たばこ税 976 1,038 1,058 1,016 962 995 1,167 1,169 1,284 1,267
その他 1,689 1,669 1,755 1,785 1,768 1,785 1,800 1,607 1,606 1,646
※個人市民税の定率減税は18年度まで実施。

　３－２　市税決算の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

個人市民税

家屋

土地

（百万円） 市税決算の推移

たばこ

軽自動車

償却資産

その他

法人市民税

－7－



（単位  百万円）

区　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

交付税＋臨財債 4,095 3,771 2,603 2,043 2,676 5,081 5,012 5,357 4,222 4,271

うち普通交付税 1,840 1,725 697 194 201 1,695 1,668 2,001 1,410 1,389

うち特別交付税 743 700 690 721 724 760 1,118 739 738 698

うち臨財債 1,512 1,346 1,216 1,128 1,751 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184

震災復興特別交付税 4,730 1,085 893 1,442

　　　※平成23年度に震災復興特別交付税が創設された。

　３－３　交付税の推移
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（単位　百万円）
区　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

一般財源 31,353 32,202 32,657 34,295 34,642 34,040 37,960 36,366 35,812 35,987
うち税等 27,416 28,311 29,414 29,866 27,328 28,484 33,628 30,179 28,968 30,545
うちその他 3,937 3,891 3,243 4,429 7,314 5,556 4,332 6,187 6,844 5,442
特定財源 10,199 9,246 9,158 10,502 13,417 17,139 22,791 19,686 14,612 18,152
歳入総額 41,552 41,448 41,815 44,797 48,059 51,179 60,751 56,052 50,424 54,139

３－４　（参考）一般会計歳入財源別決算額の推移

１．税等とは，市税，地方譲与税，利子割交付金，地方消費税交付金，自動車取得税交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，
　地方交付税，交通安全対策特別交付金，ゴルフ場利用税交付金，地方特例交付金，配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金
２．特定財源は，分担金及び負担金，使用料及び手数料，国庫支出金，県支出金，財産収入，寄付金と繰入金，諸収入，市債の一部
３.その他とは，繰越金，臨時財政対策債，臨時交付金
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（単位  百万円）

区　　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
人件費 9,306 9,036 8,993 8,827 8,554 8,448 8,368 6,932 6,721 6,533
扶助費 5,717 6,052 6,434 6,757 7,163 9,766 10,218 10,015 10,097 10,720
公債費 5,277 5,319 5,334 5,322 5,027 4,927 4,755 4,959 5,119 5,178
繰出金 5,115 4,981 5,352 5,308 5,666 5,915 7,145 6,456 6,249 6,308
普通建設事業費 5,817 5,267 4,235 5,864 6,326 9,236 9,644 5,494 4,928 8,530
災害復旧事業費 0 54 41 20 0 3 1,814 3,038 634 97
歳出総額 41,103 41,143 41,324 44,439 46,432 49,729 56,861 52,786 47,678 50,893

　※ 平成20年度から後期高齢者医療事業会計繰出金が追加された。

４　普通会計歳出決算の状況

　４－１　普通会計歳出決算額の推移（性質別）
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（単位  百万円）

区　　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
義務的経費 19,829 20,407 20,761 20,906 20,744 23,141 23,341 21,906 21,937 22,431
投資的経費 5,817 5,321 4,276 5,884 6,326 9,239 11,457 8,532 5,562 8,627
その他の経費 15,592 15,415 16,287 17,649 19,362 17,349 22,063 22,348 20,179 19,835
歳出総額 41,238 41,143 41,324 44,439 46,432 49,729 56,861 52,786 47,678 50,893

　４－２　普通会計歳出決算額の推移（経費別）
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　４－３　（参考）一般会計性質別歳出決算額の推移
（単位  百万円）

区　　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

人 件 費 9,306 9,036 8,993 8,827 8,527 8,457 8,352 6,969 6,753 6,563

物 件 費 6,457 6,610 6,530 6,631 6,111 6,250 6,378 5,114 5,490 5,677

扶 助 費 5,717 6,052 6,434 6,757 7,163 9,766 10,249 10,015 10,097 10,720

補 助 費 等 2,016 2,075 2,175 2,312 5,511 2,710 5,836 6,107 5,236 5,307

普通建設事業費 4,808 4,063 3,209 4,219 5,165 8,804 8,886 5,214 4,623 7,971

災害復旧事業費 0 54 41 20 0 3 1,813 3,019 633 97

公 債 費 5,205 5,245 5,259 5,701 6,012 5,273 4,981 5,133 5,380 5,463

繰 出 金 5,195 5,216 5,573 5,464 5,929 5,944 7,262 6,446 6,249 6,300

歳 出 合 計 40,071 40,075 40,418 43,306 46,417 49,726 56,473 52,796 47,724 51,047
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区　　分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
47,621 46,741 45,060 43,951 45,212 48,041 53,601 55,564 55,477 56,587
39,569 37,463 34,834 32,970 32,935 33,668 37,603 37,616 36,226 36,078

臨財債残高 8,052 9,278 10,226 10,981 12,277 14,373 15,998 17,947 19,251 20,509
臨財債発行額 1,512 1,346 1,216 1,128 1,751 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184

（備考）　市債残高のうち，下段は臨時財政対策債を除いた額。

※臨時財政対策債の発行（平成１３年度から２８年度まで）
　平成１２年度までは，基本的に財源不足を交付税特別会計借入金により措置し，その償還をそれ
ぞれ国と地方が折半して負担する措置を講じてきた。平成１３年度の地方財政対策においては，国
と地方の責任分担の更なる明確化，国と地方を通ずる財政の一層の透明化等を図るため，財源不
足のうち建設地方債（財源対策債）の増発等を除いた残余分については，国と地方が折半して補て
んすることとし，国負担分については国の一般会計からの加算により，地方負担分については地方
財政法第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることとされた。この補
てん措置は，平成２８年度までの間実施される。
　また，この臨時財政対策債の元利償還金相当額については，その全額を後年度地方交付税の基
準財政需要額に算入することとされ，地方公共団体の財政運営に支障が生ずることのないように措
置されている。

　５－１　市債残高の推移（一般会計）

５　市債の状況

市債残高

（単位　百万円）
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会計区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
一般 47,621 46,741 45,060 43,951 45,212 48,041 53,601 55,564 55,477 56,587
臨財債を除く 39,569 37,463 34,834 32,970 32,935 33,668 37,603 37,616 36,226 36,078

下水道 30,705 31,644 32,191 32,830 33,271 33,396 33,061 32,476 31,875 31,159
水道 15,928 15,584 15,221 14,874 14,326 13,767 13,216 12,759 12,394 14,121
区画整理 8,306 7,982 7,724 7,423 7,067 6,690 6,133 5,535 5,055 4,597
その他 1,653 1,395 1,336 1,240 1,228 1,166 910 835 789 706

合　計 104,213 103,346 101,532 100,318 101,104 103,060 106,921 107,169 105,590 107,170
臨財債を除く 96,161 94,068 91,306 89,337 88,827 88,687 90,923 89,221 86,339 86,661

臨財債発行額 1,512 1,346 1,216 1,128 1,751 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184

（単位　百万円）

　５－２　市債残高の推移（一般会計及び特別会計）
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会計区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
財政調整基金 2,267 2,267 2,269 2,237 2,238 2,091 2,915 4,749 4,689 5,224
市債管理基金 1,396 1,792 2,664 4,610 5,173 6,137 6,139 7,142 8,864 9,369
東日本大震災復興交付金基金 408 984 574 297
その他特定目的基金 3,375 3,163 3,181 3,077 3,013 3,098 2,355 2,624 2,997 3,342

合　　　計 7,038 7,222 8,114 9,924 10,424 11,326 11,817 15,499 17,124 18,232
財政調整基金＋市債管理基金 3,663 4,059 4,933 6,847 7,411 8,228 9,054 11,891 13,553 14,593

（単位　百万円）

　６　基金の状況

　基金残高の推移（一般会計及び特別会計）
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